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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 
 

１．商 号 株式会社だいこう証券ビジネス 

 

２．登 録 年 月 日 2011年 5月 12日 

( 登 録 番 号 ) （関東財務局長(金商)第 2534号） 

 

３．会社の沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年月 沿革 

1957年 5月 大阪市東区（現・大阪市中央区）に、大阪証券取引所（現・株式会社日本取引所グループ）、大阪証券

業協会（現・日本証券業協会大阪地区協会）、大阪証券金融株式会社（現・日本証券金融株式会社）の

ほか各証券会社の出資により、資本金2,000万円をもって大阪代行株式会社を設立（設立年月日：1957

年5月13日） 

 株式の名義書換取次、有価証券の輸送、売買代金の取立・立替、有価証券担保融資の各業務を開始 

1957年10月 商号を大阪証券代行株式会社に改める 

名義書換代理人業務（株主名簿管理人業務）を開始 

1963年 8月 有価証券の配送業務を開始 

1971年11月 有価証券の保管業務を開始 

1982年 6月 道路運送法に基づく自動車運送取扱事業者として登録 

1984年 2月 貸金業法に基づく貸金業者として登録 

1989年12月 貨物利用運送事業法に基づく第一種貨物利用運送業者として登録 

1990年 1月 当社株式を大阪証券取引所（現・東京証券取引所）市場第二部に上場 

1990年12月 特定労働者派遣業務を開始 

1993年 1月 バックオフィス業務を開始 

1995年 1月 商号を株式会社だいこう証券ビジネスに改める 

1999年10月 ネット証券向けバックオフィス業務を開始 

1999年12月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

2001年 7月 本部機能を東京支社へ移管し、名称を東京本部に改める 

2001年10月 メーリング業務を開始 

2003年 1月 改正証券取引法に基づく証券業者として登録し、有価証券等清算取次業務を開始 

2003年 8月 株式会社野村総合研究所（現・親会社）と証券会社向けバックオフィスサービスにおいて業務提携 

2003年10月 日本クリアリングサービス株式会社の株式を60.0％取得し子会社化 

2003年12月 警備業法に基づく警備業者として認定 

2004年 4月 大阪証券取引所（現・大阪取引所）の取引資格を取得、株式等売買注文の取次ぎ業務を開始 

ＪＡＳＤＡＱに参加 

2004年 6月 東京証券取引所、札幌証券取引所、福岡証券取引所の取引資格を取得 

2004年 9月 証券会社設立支援コンサルティング業務を開始 

2005年 4月 プライバシーマークを取得 

2005年 5月 商品先物充用有価証券の一括管理業務を開始 

2005年10月 職業安定法に基づく有料職業紹介事業者として許可を受け、人材紹介業務を開始 

金融機関向け担保有価証券管理サービスを開始 

2006年 3月 当社株式を東京証券取引所ならびに大阪証券取引所（現・東京証券取引所）の市場第一部に指定 

2007年 9月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（第一種金融商品取引業）として登録 

2007年11月 株式会社ジャパン・ビジネス・サービスの全株式を取得し子会社化 

 ＩＳＭＳ認証を取得（システムソリューション部） 

2009年 2月 電子文書管理サービス（Ｄ－ＦＩＮＤＳ）を開始 

2009年 5月 株式等間接口座管理サービス（ＣＬＳ）を開始 

2009年 7月 ＩＳＯ ９００１認証を取得（大阪事務センター） 

2009年10月 名古屋証券取引所の取引資格を取得 

 ＩＳＯ ９００１認証を取得（メーリングセンター） 

2009年12月 相続手続き事務代行サービスを開始 

2011年 1月 会社分割により、証券代行事業（株主名簿管理人業務およびこれに関連または付随する業務）を三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社および三菱ＵＦＪ代行ビジネス株式会社に承継 

2011年 4月 東京都中央区に本社を移転 
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年月 沿革 

2011年 7月 証券バックオフィスシステム（基幹系システム）の提供およびその業務サポートサービスを開始 

2012年 7月 富士ソフトケーシーエス株式会社（現・株式会社ＤＳＢ情報システム）（現・連結子会社）の全株式を

取得し子会社化 

2012年11月 金融商品供給サービスを開始 

ＩＳＭＳ認証を取得（メーリングセンター） 

2013年 6月 ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）関連業務を開始 

2014年 3月 株式会社野村総合研究所と資本業務提携契約を締結 

2014年 4月 株式会社野村総合研究所が当社の親会社となる 

日本クリアリングサービス株式会社を完全子会社化 

2014年10月 東京都江東区に本社を移転 

 英文商号をDSB Co., Ltd.に改める 

 

2015年12月 

2016年 1月 

2016年 5月 

日本クリアリングサービス株式会社を吸収合併 

株式会社ＤＳＢソーシングを設立 

マイナンバー登録・管理・利用サービスを開始 

ＩＳＯ ９００１認証を取得（バックオフィス業務二部） 

2016年 6月 

2016年11月 

2017年 2月 

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（投資助言・代理業）として登録 

ＩＳＯ ９００１認証を取得（バックオフィス業務一部、決済業務部） 

確定拠出年金法に基づく確定拠出年金運営管理機関として登録 

2018年 2月 キャリアリンク株式会社と資本業務提携契約を締結 

2018年 3月 株式会社ジャパン・ビジネス・サービスの全株式をキャリアリンク株式会社に譲渡 

2018年10月 株式会社ＤＳＢソリューションサービスを設立 

2019年 2月 労働者派遣事業の許可を取得（特定労働者派遣事業の廃止に伴う切替） 

特定信書便事業の許可を取得 

2020年 6月 株式会社野村総合研究所による当社の普通株式及び新株予約権に対する公開買付けが成立 

2020年 7月 株式会社野村総合研究所による完全子会社化に伴い、東京証券取引所市場第一部上場廃止 
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(2) 経営の組織 

 

(2022年 3月 31日現在) 

 

 
 

 

株 主 総 会 業 務 統 括 部

口 座 事 務 サ ポ ー ト 部

監 査 役 シェアードサービス業務部

取 締 役 会
証 券 事 務 サ ポ ー ト 部

社長

決 済 業 務 部
グループ経営会議

リスク管理委員会 取 引 業 務 部

監 査 業 務 部

ソリ ュー ショ ン企 画部

ソリューション営業一部

ソリューション営業二部

ソリューション営業三部

人 材 事 業 企 画 室

事 業 統 括 部

グ ル ー プ 戦 略 室

グ ル ー プ Ｉ Ｔ 統 括 部

ビ ジ ネ ス Ｉ Ｔ 推 進 部
 

コ ン プ ラ イ ア ン ス 部

経 営 管 理 部

内 部 監 査 室
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める当

該株式に係る議決権の数の割合 

(2022年 3月 31日現在) 

氏名又は名称 保有株式数(株) 割合(%) 

株 式 会 社 野 村 総 合 研 究 所 25,066,294 100.00 

計                     ( 1 名 ) 25,066,294 100.00 

 
５．役員の氏名又は名称 

(2022年 3月 31日現在) 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取 締 役 会 長 御園生  悦夫 無 常勤 

代 表 取 締 役 社 長 山 口 英一郎 有 常勤 

取締役常務執行役員 駒 林 素 行 無 常勤 

取 締 役 執 行 役 員 清 水 泰 二 無 常勤 

取 締 役 江 波 戸 謙 無 非常勤 

取 締 役 山 﨑 政 明 無 非常勤 

取 締 役 桧 原  猛 無 非常勤 

監 査 役 佐 藤 公 平 無 非常勤 

監 査 役 藤 田 裕 史 無 非常勤 

 ※取締役江波戸謙ならびに取締役桧原猛は 2022年 3月 31日をもって辞任いたしました。 

 ※監査役藤田裕史は 2022年 3月 31日をもって辞任いたしました。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

(2022年 3月 31日現在) 

役 職 名  氏 名 

コンプライアンス部長 堀内 昭彦 

 

(2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

該当事項はありません。 

 

７．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

(2022年 3月 31日現在) 

名称 所在地 

本 社 東 京 都 江 東 区 潮 見 2 丁 目 9 番 1 5 号 
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８．業務の種別 

○ 金融商品取引法第 28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

○ 有価証券等管理業務 

○ 投資助言・代理業 

 

９．他に行っている事業の種類 

○ 貸金業法第２条第１項に規定する貸金業その他金銭の貸付けまたは金銭の貸借の媒介に係る業務 

○ 保険業法第２条第 26項に規定する保険募集に係る業務 

○ 他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成または販売を行う業務および計算受託業務 

○ 確定拠出年金法第２条第７項に規定する確定拠出年金運営管理業のうち同項第２号に掲げる当該運用の方法

に係る情報提供を行う業務 

○ 確定拠出年金法第 61条第１項の規定による委託を受けて同項第１号および第２号に掲げる加入の申出の受理

および加入者等が行う届出の受理に関する事務を行う業務 

○ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせんまたは紹介を行う業務 

○ 他の事業者の業務に関する広告または宣伝を行う業務 

○ 名義書換取次業務 

○ 有価証券配送業務 

○ 有価証券保管・受渡業務 

○ 文書の作成、整理、集計、発送業務 

○ 労働者派遣業務 

○ 担保等に供された有価証券等の保管および振替業務 

○ 有料職業紹介事業 

○ 会社情報提供サービス業務 

○ 各種登録資料の印刷実績の集計、請求および決済業務 

○ 個人番号および法人番号の管理にかかる受付・登録支援業務 

○ 個人番号および法人番号の管理にかかる利用支援業務 

○ 仮想通貨交換業関連業務 

○ 登録済加入者情報開示請求業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

お客様から苦情等の申し出があった場合は、お客様の立場を尊重し、ご意見等を真摯に受け止め、迅速、誠実、

公平かつ適切にその解決を図ります。 

なお、当社での対応により苦情等の解決を図ることができない場合、その他適切と認められる場合には、外部の

紛争処置機関として、「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）」等を紹介し

解決を図ります。 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人 日本投資顧問業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

株 式 会 社 東京証券取引所（総合取引参加者） 

株 式 会 社 大阪取引所（先物取引等取引参加者） 

株 式 会 社 名古屋証券取引所（総合取引参加者） 

証券会員制法人 札幌証券取引所（特定正会員） 

証券会員制法人 福岡証券取引所（一般正会員） 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 
 
１．当期の業務の概要 

当期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい状況が緩和される中で、持ち直しの動
きが見られる状況にあります。 

当社を取り巻く環境について、主要顧客である証券会社においては、個人向け委託手数料の減少等による厳しい収
益環境の中、顧客の高齢化、次世代投資家の取り込みといった課題や、業界再編、新たなテクノロジーの導入といっ
た動きが進んでおります。また、地域金融機関においては、長引く低金利環境下での非金利収入の確保が急務となっ
ております。さらに、FinTechに代表される新興系金融企業においては、ビジネスが拡大する段階で急増する事務作
業の効率化やコンプライアンス対応等が課題となっております。 

このような状況の下、当社は、株式会社野村総合研究所と協業の下、「証券業の共同インフラ会社」構想の実現、
「金融プラットフォーム」の構築に向け、業務のDX化など、当社の強みとなる業務の創出に取り組んでおります。 

当期の経営成績につきましては、新規顧客の獲得、市場活況による口座関連業務の処理件数等の増加があったもの
の、｢収益認識に関する会計基準｣等の適用に伴う受入手数料の減少により、営業収益は13,059百万円（前年同期比
9.4％減）、営業利益は1,888百万円（前年同期比35.4％増）となりました。また、当期に受取配当金433百万円を営
業外収益に計上したことにより、経常利益は2,402百万円（前年同期比44.5％増）、前期に金融商品取引責任準備金
戻入233百万円を特別利益に計上(当期は金融商品取引責任準備金繰入れ32百万円を特別損失に計上)したこと等によ
り、当期純利益は2,240百万円（前年同期比19.1％増）となりました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

(単位：千株、百万円) 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

資本金 8,932 8,932 8,932 

発行済株式総数 25,657 25,657 25,657 

営業収益 13,082 14,420 13,059 

(受入手数料) 12,900 14,229 12,887 

((委託手数料)) 352 513 496 

((引受け・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の手数料)) 
－ － － 

((募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱手数料)) 
－ － － 

((その他の受入手数料)) 12,548 13,716 12,391 

 (((事務手数料))) 9,692 10,456 11,173 

(トレーディング損益） 5 6 4 

((株券等)) － － － 

((債券等)) 4 2 0 

((その他)) 0 3 3 

(金融収益） 176 183 167 

営業費用 10,249 11,274 9,256 

(金融費用） 47 61 29 

純営業収益 13,035 14,358 13,030 

営業総利益 2,832 3,145 3,803 

一般管理費 1,965 1,750 1,914 

営業損益 866 1,395 1,888 

経常損益 1,099 1,662 2,402 

当期純損益 926 1,881 2,240 

従業員数 537 534 528 

外務員数 20 16 18 

（注）純営業収益は営業収益から金融費用を差引いたものです。 
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

(単位：百万円) 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

自      己 122 457 7 

委      託 1,867,741 2,939,524 3,333,281 

合      計 1,867,864 2,939,981 3,333,288 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の

取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転

有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

(単位：千株、百万円) 

区  分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け

勧誘等の 

取扱高 

２

０

２

０

年

３

月

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    171 － － － 

その他 － － － － － － － 

２

０

２

１

年

３

月

期 
株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    208 － － － 

その他 － － － － － － － 

２

０

２

２

年

３

月

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    175 － － － 

その他 － － － － － － － 
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②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募

の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募

の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録移転有価証券表示権利等に関する

業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

(3) その他業務の状況 

(単位：百万円) 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

そ の 他 業 務 の 営 業 収 益 11,542 12,476 11,360 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

(単位：百万円) 

  2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

基 本 的 項 目  (A) 24,166 23,947 23,681 

補 完 的 項 目 

その他有価証券評価差額金(評価益)等  252 427 302 

金融商品取引責任準備金等  464 230 262 

一 般 貸 倒 引 当 金  2 － － 

計 (B) 719 658 564 

控 除 資 産  (C) 5,070 5,025 5,438 

固定化されていない 

自 己 資 本 
(A)＋(B)－(C) (D) 19,815 19,579 18,807 

リ ス ク 相 当 額 

市 場 リ ス ク 相 当 額  120 121 89 

取引先リスク相当額  475 991 962 

基礎的リスク相当額  2,970 3,087 2,760 

暗号資産等による控除額  － － － 

計 (E) 3,566 4,200 3,812 

自己資本規制比率  (D)／(E)×100  555.6% 466.0% 493.3% 

 

(5) 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

該当事項はありません。 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 
 

１ 経理の状況 

(1) 貸借対照表 

  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2021年3月31日) 
当事業年度 

(2022年3月31日) 

資産の部   
流動資産   

現金及び預金 9,722 8,746 
預託金 3,484 3,443 
預け金 ※1 10,000 ※1 10,000 
営業貸付金 1,500 1,000 
信用取引資産 7,277 7,002 

信用取引貸付金 6,427 6,371 
信用取引借証券担保金 849 631 

営業未収入金 ※1 1,533 ※1 1,447 
前払費用 151 154 
短期差入保証金 3,804 4,394 
その他 ※1 28 ※1 27 

流動資産合計 37,501 36,216 

固定資産   
有形固定資産   

建物 601 543 
工具、器具及び備品 366 385 
その他 20 14 

有形固定資産合計 988 944 

無形固定資産   
ソフトウエア 433 617 
その他 93 151 

無形固定資産合計 526 768 

投資その他の資産   
投資有価証券 ※2 774 ※2 588 
関係会社株式 2,500 2,500 
出資金 8 8 
長期前払費用 45 31 
長期差入保証金 ※1 599 ※1 590 
繰延税金資産 68 345 
その他 23 23 
貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 4,019 4,087 

固定資産合計 5,535 5,800 

資産合計 43,036 42,016 

 



  10  

 

  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2021年3月31日) 
当事業年度 

(2022年3月31日) 

負債の部   
流動負債   

短期借入金 ※1 4,810 ※1 3,231 
信用取引負債 1,760 1,945 

信用取引借入金 503 608 
信用取引貸証券受入金 1,256 1,336 

有価証券担保借入金 606 802 
有価証券貸借取引受入金 606 802 

営業未払金 ※1 899 ※1 772 
未払金 ※1 80 ※1 165 
未払費用 ※1 171 ※1 264 
未払法人税等 265 230 
預り金 ※1 173 ※1 122 
短期受入保証金 6,183 6,388 
前受収益 9 7 
賞与引当金 211 263 
役員賞与引当金 69 49 
その他 195 119 

流動負債合計 15,436 14,363 

固定負債   
退職給付引当金 614 622 
その他 ※1 274 ※1 277 

固定負債合計 888 900 

特別法上の準備金   
金融商品取引責任準備金 ※5 230 ※5 262 

特別法上の準備金合計 230 262 

負債合計 16,556 15,527 

純資産の部   
株主資本   

資本金 8,932 8,932 
資本剰余金   

資本準備金 11,755 11,755 
その他資本剰余金 0 0 

資本剰余金合計 11,756 11,756 

利益剰余金   
利益準備金 251 251 
その他利益剰余金   

配当準備積立金 86 86 
繰越利益剰余金 5,366 5,501 

利益剰余金合計 5,703 5,838 

自己株式 △339 △339 

株主資本合計 26,052 26,187 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 389 263 
土地再評価差額金 △0 △0 

評価・換算差額等合計 389 263 

新株予約権 38 38 

純資産合計 26,480 26,489 

負債純資産合計 43,036 42,016 
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(2) 損益計算書 

  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 2020年4月 1日 
 至 2021年3月31日) 

当事業年度 
(自 2021年4月 1日 
 至 2022年3月31日) 

営業収益 ※1 14,420 ※1 13,059 
営業費用 ※1 11,274 ※1 9,256 

営業総利益 3,145 3,803 

一般管理費 ※1 1,750 ※1 1,914 

営業利益 1,395 1,888 

営業外収益   
受取配当金 ※1 143 ※1 433 
受取賃貸料 ※1 75 ※1 76 
経営指導料 ※1 42 － 
その他 6 4 

営業外収益合計 267 513 

営業外費用   
その他 0 0 

営業外費用合計 0 0 

経常利益 1,662 2,402 

特別利益   
投資有価証券売却益 265 2 
受取解約違約金 － 4 
金融商品取引責任準備金戻入 233 － 

特別利益合計 498 7 

特別損失   
固定資産除却損 4 11 
金融商品取引責任準備金繰入れ － 32 

特別損失合計 4 43 

税引前当期純利益 2,157 2,366 

法人税、住民税及び事業税 282 346 
法人税等調整額 △6 △221 

法人税等合計 275 125 

当期純利益 1,881 2,240 
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(3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日） 

         (単位：百万円) 

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本

合計 
 

資本準備

金 
その他資

本剰余金 
資本剰余

金合計 
利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計  
配当準備

積立金 
繰越利益

剰余金 

当期首残高 8,932 11,755 － 11,755 251 86 3,610 3,947 △343 24,292 

当期変動額           

剰余金の配当       △125 △125  △125 

当期純利益       1,881 1,881  1,881 

自己株式の取得         △0 △0 

自己株式の処分   0 0     4 5 

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）           

当期変動額合計 － － 0 0 － － 1,755 1,755 3 1,760 

当期末残高 8,932 11,755 0 11,756 251 86 5,366 5,703 △339 26,052 

 

      

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
 

その他有価

証券評価差

額金 

土地再評価

差額金 
評価・換算

差額等合計 

当期首残高 209 △0 209 43 24,544 

当期変動額      

剰余金の配当     △125 

当期純利益     1,881 

自己株式の取得     △0 

自己株式の処分     5 

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額） 179  179 △5 174 

当期変動額合計 179 － 179 △5 1,935 

当期末残高 389 △0 389 38 26,480 

 



  13  

 

 

 

当事業年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

         (単位：百万円) 

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本

合計 
 

資本準備

金 
その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 
利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計  配当準備

積立金 
繰越利益

剰余金 

当期首残高 8,932 11,755 0 11,756 251 86 5,366 5,703 △339 26,052 

当期変動額           

剰余金の配当       △2,105 △2,105  △2,105 

当期純利益       2,240 2,240  2,240 

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）           

当期変動額合計 － － － － － － 135 135 － 135 

当期末残高 8,932 11,755 0 11,756 251 86 5,501 5,838 △339 26,187 

 

      

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
 

その他有価

証券評価差

額金 

土地再評価

差額金 
評価・換算

差額等合計 

当期首残高 389 △0 389 38 26,480 

当期変動額      

剰余金の配当     △2,105 

当期純利益     2,240 

株主資本以外の項目の当期変動額

（純額） △125  △125  △125 

当期変動額合計 △125 － △125 － 9 

当期末残高 263 △0 263 38 26,489 
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【注記事項】 

（継続企業の前提に関する事項） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針） 

1．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

(2) 満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）を採用しております。 

(3) その他有価証券………市場価格のない株式等以外の株式 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式 

移動平均法による原価法 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産………定額法 

(2) 無 形 固 定 資 産………定額法 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として5年）

に基づく定額法 

(3) 長 期 前 払 費 用………定額法 

3．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を見積り計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しており

ます。 

(3) 役員賞与引当金………役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見

合う額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度

より費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

(5) 金融商品取引責任準備金………証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５の規定に基づき、

金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定めるところにより算出した額

を計上しております。 

4．収益および費用の計上基準 

ＢＰＯサービス 

 ＢＰＯサービスの主な内容は、口座開設、注文取次、決済、各種報告書等の作成・発送、コンプライア

ンス・レギュレーション対応等の事務処理に係る一連の業務をアウトソーシングで受託するサービスです。 

 上記については、サービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断しており、当該時点で

収益を認識しております。 
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（会計方針の変更に関する注記） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財または

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

これにより、従来は、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財またはサー

ビスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う

額を控除した純額で収益を認識する方法に変更することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の営業収益および営業費用は1,531百万円減少しておりま

すが、営業総利益、営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余

金期首残高に与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる財務諸表に与える影響はありません。 

 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

「（重要な会計方針） 4．収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

（貸借対照表関係） 

※1 関係会社に対する金銭債権債務 

 
前事業年度 

（2021年3月31日） 
当事業年度 

（2022年3月31日） 

短期金銭債権 10,035百万円 10,056百万円 

長期金銭債権 12 〃 12 〃 

短期金銭債務 2,316 〃 2,396 〃 

長期金銭債務 133 〃 129 〃 

 

※2 担保等に供されている資産 

前事業年度（2021年3月31日） 

信用取引の自己融資見返り株券のうち549百万円は、消費貸借契約に基づき貸付けております。なお、

上記のほか、借入有価証券の担保として145百万円を差し入れております。また、取引所への長期差入保

証金の代用として投資有価証券129百万円、株式会社日本証券クリアリング機構への清算基金の代用とし

て投資有価証券401百万円をそれぞれ差し入れております。 

 

当事業年度（2022年3月31日） 

信用取引の自己融資見返り株券のうち771百万円は、消費貸借契約に基づき貸付けております。なお、

上記のほか、借入有価証券の担保として42百万円を差し入れております。また、取引所への長期差入保

証金の代用として投資有価証券91百万円、株式会社日本証券クリアリング機構への清算基金の代用とし

て投資有価証券306百万円をそれぞれ差し入れております。 

 

3 担保等として差し入れた有価証券の時価額 

 
前事業年度 

（2021年3月31日） 
当事業年度 

（2022年3月31日） 

信用取引貸証券 1,346百万円 1,478百万円 

信用取引借入金の本担保証券 494  〃 616  〃 

消費貸借契約により貸し付けた有価

証券 
32  〃 16  〃 
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4 担保等として受け入れた有価証券の時価額 

 
前事業年度 

（2021年3月31日） 
当事業年度 

（2022年3月31日） 

信用取引貸付金の本担保証券 6,250百万円 6,221百万円 

信用取引借証券 837  〃 638  〃 

受入保証金代用有価証券 1,805  〃 1,798  〃 

営業貸付金の担保として受け入れた

有価証券 
10,735  〃 7,636  〃 

消費貸借契約により借り入れた有価

証券 
32  〃 16  〃 

その他担保として受け入れた有価証

券 
－  〃 320  〃 

 

※5 特別法上の準備金 

前事業年度（2021年3月31日）および当事業年度（2022年3月31日） 

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、以下のとおりであります。 

金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条の５ 

 

（損益計算書関係） 

※1 関係会社との取引高 

 
前事業年度 

（自 2020年4月 1日 
至 2021年3月31日） 

当事業年度 
（自 2021年4月 1日 
至 2022年3月31日） 

営業取引による取引高   

営業収益 224百万円 264百万円 

営業費用 3,050 〃 2,798 〃 

営業取引以外の取引による取引高   

営業外収益 222百万円 463百万円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度の末日における自己株式の種類および数 

普通株式 591,106株 

当事業年度の末日における自己株式の種類および数 

普通株式 591,106株 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 (単位：百万円) 

借  入  先 
2021年 3月期 2022年 3月期 

借入金の種類 金額 借入金の種類 金額 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 短 期 借 入 金 630 短 期 借 入 金 630 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 短 期 借 入 金 600 短 期 借 入 金 600 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 短 期 借 入 金 470 短 期 借 入 金 － 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 信 用 取 引 借 入 金 503 信 用 取 引 借 入 金 608 
 
 

３．保有有価証券の時価等 

(1) 満期保有目的債券 

該当事項はありません。 

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

 2021年 3月期 2022年 3月期 

 
取得原価 

貸借対照表 

計上額 
差  額 取得原価 

貸借対照表 

計上額 
差  額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株 式 183 744 561 118 508 390 

債 券 － － － － － － 

その他  － － － － － － 

小 計 183 744 561 118 508 390 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株 式 － － － 59 50 △9 

債 券 － － － － － － 

その他  － － － － － － 

小 計 － － － 59 50 △9 

合 計 183 744 561 178 558 380 

 

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容等 

 (単位：百万円) 

区    分 
2021年 3月期 2022年 3月期 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

子会社株式 2,500 2,500 

その他有価証券 29 29 

 非上場株式 29 29 
 
 

４．先物・オプション取引の状況(トレーディングに係るもの以外) 

該当事項はありません。 
 
 

５．有価証券店頭デリバティブ取引の状況(トレーディングに係るもの以外) 

該当事項はありません。 
 
 

６．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

会社法第 436条第２項の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けております。 
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Ⅳ 管理の状況 
 

１．内部管理の状況の概要 

 

当社は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、法令諸規則等を遵守した業務の適正を確

保するため、内部管理体制の整備、強化に取り組んでおります。 

 

(1) 内部管理体制について 

当社は、内部管理統括責任者のもとに、コンプライアンスに関する事項を担当する部署としてコンプライアン

ス部を設置し、法令や社内ルール等を遵守した業務の適切性について管理・監督・指導を行っております。 

また、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報窓口を社内外に設置し、内部通報制度を整備してお

ります。 

お客様から苦情等の申し出があった場合は、お客様の立場を尊重し、ご意見等を真摯に受け止め、迅速、誠実、

公平かつ適切にその解決を図ります。 

なお、当社での対応により苦情等の解決を図ることができない場合、その他適切と認められる場合には、外部

の紛争処置機関として、「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）」等を紹

介し解決を図ります。 

内部監査については、社長直轄の組織として内部監査室を設置し、法令遵守および業務執行の効率性ならびに

妥当性の観点から内部監査を実施しております。 

さらに、リスク管理については、リスク管理体制の強化を目的として、リスク管理委員会を設置し、原則毎月

開催しております。 

 
(2) 内部管理に係る各組織の役割 
◎ コンプライアンス部 ① コンプライアンスに係る教育研修に関する事項 

 ② 法令・諸規則等に適合した社内制度と事務処理体制の管理・監督・指導に

関する事項 

 ③ 金融商品取引業に係る顧客の審査に関する事項 

 ④ 個人情報の保護に関する事項 

 ⑤ 市場執行注文の監視に関する事項 

 ⑥ 全社的リスクの総合管理に関する事項 

 ⑦ リスク管理の企画・業務の総合調整に関する事項 

◎ 内部監査室 ① 当社の業務運営全般にかかる内部統制の調査、分析および評価ならびにそ

れらに基づく業務上の勧告、具申に関する事項 

 ② 特命に関する事項 

 

２．分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

(単位：百万円) 

項 目 
2021年 3月 31日 

現在の金額 

2022年 3月 31日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 2,940 2,729 

期末日現在の顧客分別金信託額 3,400 3,400 

期末日現在の顧客分別金必要額 2,976 2,724 

 

② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
2021年 3月 31日現在 2022年 3月 31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 3,160,260千株 47,455千株 3,336,242千株 49,658千株 

債券 額面金額 138,732百万円 679百万円 160,409百万円 930百万円 

受益証券 口数 6,072,671百万口 － 6,354,802百万口 － 

その他（倉荷証券） 数量 1千枚 － 1千枚 － 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
2021年 3月 31日現在 2022年 3月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 1,986千株 2,477千株 

債券 額面金額 － － 

受益証券 口数 0百万口 0百万口 

その他 数量 － － 
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ハ 管理の状況 

当社は、顧客との取引に関してお預りした有価証券と当社所有の有価証券の管理場所を明確に区分し、各

顧客の持分が当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で管理しております。 

主な管理場所及び管理状況は次のとおりです。 

項 目 管 理 場 所 管 理 方 法 

保護預り等有価証券 

株式会社証券保管振替機構（日本） 振替決済 

日本銀行（日本） 振替決済 

自社（日本） 単純管理 

野村證券株式会社（日本） 混合管理 

マネックス証券株式会社（日本） 混合管理 

ＢＮＰパリバ証券株式会社（日本） 混合管理 

受入保証金代用有価証券 株式会社証券保管振替機構（日本） 振替決済 

 
③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当事項はありません。 
 

④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12第２号に規定する権利を 
除く。）に限る。）の分別管理の状況 
該当事項はありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません。 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

の状況 

① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3-2) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等（金融商品取引法 
施行令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の区分管理の状況 
該当事項はありません。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 
 

１．当社及び子会社等の構成 

(2022年 3月 31日現在) 

 

 
 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

(2022年 3月 31日現在) 

商号又は名称 

本店所在地又は

主たる事務所の

所在地 

資本金の

額、基金の

総額又は出

資の総額 

事業の内容 

当社及び他

の子会社等

の保有する

議決権の数

の合計 

子会社等の

総株主等の

議決権に占

める当該保

有する議決

権の数の割

合 

（連結子会社） 
東京都江東区 434百万円 ＩＴサービス事業 6,715個 100.0％ 

㈱ＤＳＢ情報システム 

（連結子会社） 
東京都江東区 100百万円 バックオフィス事業 6,000個 100.0％ 

㈱ＤＳＢソーシング 

（連結子会社） 
東京都江東区 15百万円 ファシリティ事業 600個 100.0％ ㈱ＤＳＢソリューション

サービス 

 


